






平成30年度総社市一般会計当初予算(歳入)

歳入総額歳入総額歳入総額歳入総額

301301301301億億億億

2,0002,0002,0002,000万円万円万円万円

市税市税市税市税

81億2,526万円

27.0%

繰入金繰入金繰入金繰入金

17億1,953万円

5.7%

寄附金寄附金寄附金寄附金

15億30万円

5.0%

分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金分担金及び負担金

5億1,211万円

1.7%

使用料及び手数料使用料及び手数料使用料及び手数料使用料及び手数料

2億9,348万円

1.0%

その他その他その他その他

5億5,328万円

1.8%

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税

59億3,000万円

19.7%

国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金

37億1,460万円

12.3%

自主財源自主財源自主財源自主財源

127億396万円

42.2%

依存財源依存財源依存財源依存財源

174億1,604万円

57.8%

県支出金県支出金県支出金県支出金

17億2,054万円

5.7%

市債市債市債市債

43億8,190万円

14.5%

その他その他その他その他

5億6,900万円

1.9%

地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金地方消費税交付金

11億円

3.7%
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平成30年度総社市一般会計当初予算(歳出)

歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額

301301301301億億億億

2,0002,0002,0002,000万円万円万円万円

民生費民生費民生費民生費

106億4,258万円

35.3%

総務費総務費総務費総務費

40億7,565万円

13.5%

教育費教育費教育費教育費

55億8,934万円

18.6%

公債費公債費公債費公債費

26億6,736万円

8.9%

土木費土木費土木費土木費

25億8,930万円

8.6%

衛生費衛生費衛生費衛生費

18億9,641万円

6.3%

消防費消防費消防費消防費

10億4,656万円

3.5%

農林業費農林業費農林業費農林業費

8億8,984万円

3.0%

議会費議会費議会費議会費

2億7,277万円

0.9%

その他その他その他その他

1億3,340万円

0.4%

目的別

性質別

歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額

301301301301億億億億

2,0002,0002,0002,000万円万円万円万円

義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費

135億6,877万円

45.1%

人件費人件費人件費人件費

44億2,084万円

14.7%

公債費公債費公債費公債費

26億6,736万円

8.9%

扶助費扶助費扶助費扶助費

64億8,057万円

21.5%

普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費

51億4,713万円

17.1%

物件費物件費物件費物件費

36億3,039万円

12.0%

災害復旧費災害復旧費災害復旧費災害復旧費

40万円

0.0%

補助費等補助費等補助費等補助費等

31億3,409万円

10.4%

維持補修費維持補修費維持補修費維持補修費

5億8,323万円

1.9%

繰出金繰出金繰出金繰出金

34億5,520万円

11.5%

貸付金貸付金貸付金貸付金

5,298万円

0.2%

積立金積立金積立金積立金

4億8,193万円

1.6%

投資及び出資金投資及び出資金投資及び出資金投資及び出資金

796万円

0.0%

予備費予備費予備費予備費

5,792万円

0.2%

その他の経費その他の経費その他の経費その他の経費

40億5,599万円

13.5%

投資的経費投資的経費投資的経費投資的経費

51億4,753万円

17.1%

消費的経費消費的経費消費的経費消費的経費

73億4,771万円

24.3%

商工費商工費商工費商工費

3億1,679万円

1.0%
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◎主な事業（歳出） ☆新規事業

（単位:千円）

款 事業名等

平成30年度

当初予算額

平成29年度

当初予算額

事業内容

総

務

費

☆住宅新築助成金

24,000 0

市内住宅建築業者を利用した住宅新築に対し助成金

を交付するもの

（人口増推進室）

空き家対策事業

4,463 3,044

調査に基づいて開設する総社版「空き家バンク」に

所有者の意向により情報を掲載し，県外・市外から

の移住・定住希望者の受入れ体制を整備するもの

（人口増推進室）

☆雪舟公園整備事業

341,391 0

画聖雪舟生誕600年にあたる2020年に向けて，

雪舟生誕地公園を整備するもの

（政策調整課）

☆コンビニ収納導入事業

25,830 0

平成31年4月から開始予定のコンビニ収納に向け

て準備するもの

（市政情報課）

ふるさと納税関連経費

1,049,946 1,055,787

税収に次ぐ重要な歳入としての「ふるさと納税」に

ついて，返礼品の拡充を行うとともにＰＲに努め，

歳入確保を図るもの

（ふるさと納税推進室）

災害等支援事業

20,000 10,000

災害発生時における他市町村への被災支援並びに被

災者の受入れ及び住居環境の確保等を行うもの

（危機管理室）

地域づくり自由枠交付金

81,468 76,845

環境や防災・防犯などの活動において，地域住民で

話し合い，地域の事情や特色に合った使途を決め，

有効に活用できる交付金を交付するもの

（人権・まちづくり課）

総社市新生活交通経費

71,450 71,391

交通空白地を解消し，高齢者等の交通弱者の移動手

段を確保するため，戸口から戸口による輸送手段で

ある「雪舟くん」を運行するための経費

（交通政策課）

そうじゃ吉備路マラソン大会

経費
24,782 25,987 そうじゃ吉備路マラソン大会の開催に要する経費

（そうじゃ吉備路マラソン推進室）

民

生

費

ひきこもり支援事業

19,191 13,094

ひきこもり支援として，相談窓口の設置や居場所の

設置，就労支援などを行い，社会復帰につなげてい

くもの。また，不登校児童の支援等ひきこもりを予

防するもの（福祉課・学校教育課）

障害者地域生活支援事業

140,540 139,373

障害者が，身近な地域で自立した生活ができるよ

う，在宅の障害者(児)の日中における活動の場を確

保する日中一時支援事業を始めとした各種事業を行

うもの（福祉課）

障害者自立支援福祉サービス

給付等事業
1,054,548 994,067

障害者自立支援法による障害福祉サービスの提供及

び障害程度区分認定調査に要する経費

（福祉課）

障がい者千五百人雇用事業

20,830 21,059

障がい者就労者数1,500人を目指して，障がい者

の雇用促進と就労の安定化を図り，福祉から就労へ

の支援を行うもの

（福祉課）

生活保護経費

760,065 783,840 生活保護受給者に対して扶助費の支給を行うもの

（福祉課）

☆小児医療費（対象年齢拡充

分）
27,720 0

小児医療費の対象年齢を拡充し，中学生の通院に係

る医療費の自己負担額を1割とするもの

（こども課）

旧昭和児童館改修事業

134,449 6,000

老朽化した旧昭和児童館を改修し，子育ての拠点と

するもの

（こども課・学校教育課）
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（単位:千円）

款 事業名等

平成30年度

当初予算額

平成29年度

当初予算額

事業内容

民

生

費

都市児童健全育成事業

159,998 133,147

保護者の就労等により放課後等の家庭保育が困難な

児童に対し，適切な遊びや生活の場を与えて児童の

健全な育成を図るもの

（学校教育課）

私立保育所等運営委託事業及

び私立保育所助成事業
2,041,234 1,681,484

私立保育所12園，公設民営保育所1所及び小規模

保育所や事業所内保育所の運営費及び事業費補助

（こども夢づくり課）

障害児施設通所費等支給事業

305,302 254,990

児童福祉法の規定に基づき，身体･知的･精神(発達

含む)に障がいのある満18歳未満の児童の施設通所

を支援するもの

（こども夢づくり課）

新認定こども園施設整備事業

699,053 35,000

総社保育所及び井尻野幼稚園を統合し，幼保連携型

認定こども園として整備するもの

（こども夢づくり課）

衛

生

費

☆健康インセンティブ事業

25,334 0

健康寿命の延伸及び医療費抑制のため，新たな健康

づくり施策として「歩いて獲得！健康商品券」事業

を行うもの

（健康医療課）

定期臨時予防接種事業

196,221 201,659

小児や高齢者(65歳以上)の感染症予防対策とし

て，肺炎球菌やインフルエンザなどのワクチン接種

を実施するもの

（健康医療課・こども課）

総社広域環境施設組合負担金

728,250 717,391

ごみ及びし尿の処理施設の設置，管理及び運営に関

する事務並びに周辺の環境保全に関する事務を共同

処理するための負担金のうち総社市分

（環境課）

農

林

業

費

農産物育成対策事業

11,123 6,523

市内農産物の振興発展及びセロリ復活支援のため

に，各事業主体が行う事業に対し補助金を交付する

もの

（農林課）

担い手育成支援事業

20,498 16,124

地域農業担い手育成のための関係協議会への活動補

助，大規模経営体「集落営農組織」への機械整備補

助，新規就農者確保のための支援等を行うもの

（農林課）

有害鳥獣対策事業

11,869 7,818

農産物被害の防止を目的とした有害鳥獣に係る駆除

活動等の委託及び有害鳥獣対策に係る助成等を行う

もの

（農林課）

ため池等整備・補強事業

43,520 30,010 ため池等の整備や改修，浚渫等に要する経費

（農林課）

果樹団地整備事業

54,500 32,400

岡山県ハイブリッドメガ生産団地構想のモデル実施

地区に指定されたことから，大規模な桃生産団地を

整備するもの

（農林課）

商

工

費

観光施設維持管理経費

27,120 25,301

観光施設の管理・運営体制を充実させ，観光客受入

基盤を整えるもの

（商工観光課）

土

木

費

道路維持経費（市道修理）

138,943 102,411 市道の修理等に要する経費

（地域応援課）

道路維持経費（舗装補修）

85,500 73,800 市道の舗装補修等に要する経費

（地域応援課）

橋梁等維持管理経費

79,120 64,120 橋梁の点検及び修繕等に要する経費

（地域応援課）
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（単位:千円）

款 事業名等

平成30年度

当初予算額

平成29年度

当初予算額

事業内容

土

木

費

南北道整備関連事業

213,200 291,000

刑部三須線を始めとした南北道4路線の整備を行

い，交通の利便性を向上させるもの

（土木課・都市計画課）

☆総社市中心市街地再編計画及

び服部駅，県立大学周辺まちづ

くり計画策定業務委託料
9,000 0

適正かつ合理的な土地利用の促進のため，また，将

来の市街地編入を目指して服部駅，県立大学周辺に

ついてまちづくり計画を作成するもの

（都市計画課）

道路改良等事業（単独分）

218,200 146,300 道路の改良工事等に要する経費

（土木課）

消

防

費

防災経費

27,781 29,357

防災意識の普及啓発のための経費や，豪雨や地震な

どの災害時の備蓄資機材，食糧を確保する経費

（危機管理室）

消防車両整備事業

76,000 73,000 消防活動に必要な車両（化学車）を整備するもの

（消防本部）

教

育

費

総社小学校改築事業

1,731,610 6,020 老朽化した総社小学校校舎の改築等を行うもの

（庶務課）

学校力向上教員加配事業

142,933 135,832

学校力向上，学校適用などに取り組むため，各学校

の課題に応じて教員を加配するもの

（学校教育課）

昭和地区等英語教育推進事業

43,712 47,126

維新幼，維新小，昭和小，昭和中及び池田・新本地

区の幼・小の園児，児童生徒に幼小中一貫した特別

な英語教育等を提供し，コミュニケーション能力や

国際的視野等を身につけた人材を育成するもの（学校教育課）

情緒障がい通級指導教室推進

事業
18,227 14,867

通常の学級に在籍している発達障がい等の特別な教

育的ニーズのある児童生徒が，個別指導を中心とし

た特別の指導を受けることにより，自立し社会参加

する資質を養うもの（学校教育課）

調理場新設事業

930,879 305,009

東西２つの調理場とも老朽化が進んできたことか

ら，両施設を統合した共同調理場を新設するもの

（総社東学校給食共同調理場）

(仮称)常盤第2分館新築整備

事業
147,268 9,800

分館の管轄区域内の人口増加に伴い，充実した学習

機会と活動の場を提供する必要があることから，整

備するもの

（生涯学習課）

高梁川河川敷グラウンド整備

事業
23,725 37,000

高梁川河川敷グラウンドの拡張に向け，整備等を行

うもの

（生涯学習課）

公

債

費

元利償還金

2,667,359 2,739,450 市債の元金及び利子を償還する経費

（財政課）
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◎平成30年度一般会計項目別歳出予算額一覧表◎平成30年度一般会計項目別歳出予算額一覧表◎平成30年度一般会計項目別歳出予算額一覧表◎平成30年度一般会計項目別歳出予算額一覧表

区　分

　項　目 当初予算額 構成比 当初予算額 構成比

子 育 て の た め の 予 算

児童手当や小児医療費助成，子育て相談

などの各種支援及び保育所の運営等に要

する経費

5,636,440 18.7 4,403,527 16.8

弱者支援のための予算

障がい者や生活困窮者などへの扶助，就

労に向けた相談などの各種支援に要する

経費

2,430,844 8.1 2,573,522 9.8

高 齢 者 の た め の 予 算

介護保険特別会計への繰出金や生涯現役

促進のための就労に向けた相談などの各

種支援に要する経費

1,992,003 6.6 2,062,274 7.9

生 活 基 盤 整 備

の た め の 予 算

道路の整備や維持補修，下水道の整備な

ど生活に必要な基盤整備に要する経費

2,666,612 8.8 2,630,335 10.0

学 校 ・ 幼 児 教 育

の た め の 予 算

幼稚園・小学校・中学校における教育に

要する経費

3,888,898 12.9 1,639,059 6.3

一 般 保 健 福 祉

の た め の 予 算

国民健康保険特別会計繰出金や健診，予

防接種，健康増進などに要する経費

717,662 2.4 891,543 3.4

観 光 ・ 産 業 振 興

の た め の 予 算

観光や農林業・商工業などの産業振興に

要する経費

1,834,659 6.1 1,760,280 6.7

安全・安心のための予算 消防や防災に要する経費 495,822 1.6 506,319 1.9

自然・環境のための予算

ごみ処理や自然環境保全のために要する

経費

1,172,477 3.9 1,120,718 4.3

スポーツ・文化・生涯

学 習 の た め の 予 算

文化財の保護や体育施設の維持管理，公

民館講座や人権教育などの生涯学習に要

する経費

745,742 2.5 582,907 2.2

借入金返済のための予算

これまで行ってきた施設整備のために借

り入れた市債の償還に要する経費

2,667,359 8.9 2,739,450 10.4

そ の 他 の 予 算

職員人件費やその他市民サービスのため

の事務などに要する経費

5,871,482 19.5 5,310,066 20.3

30,120,000 100.0 26,220,000 100.0

内 容

平成30年度 平成29年度

合 計

子育て子育て子育て子育て

56億3,644万円

18.7％

弱者支援弱者支援弱者支援弱者支援

24億3,085万円

8.1％

高齢者高齢者高齢者高齢者

19億9,200万円

6.6％

生活基盤生活基盤生活基盤生活基盤

(道路・下水道など)

26億6,661万円

8.8％

その他その他その他その他

(人件費など)

58億7,148万円

19.5％

借入金返済借入金返済借入金返済借入金返済

26億6,736万円

8.9％

学校・幼児教育学校・幼児教育学校・幼児教育学校・幼児教育

38億8,890万円

12.9％

一般保健福祉一般保健福祉一般保健福祉一般保健福祉

(医療費など)

7億1,766万円

2.4％

自然・環境自然・環境自然・環境自然・環境

(ごみ処理など)

11億7,248万円

3.9％

スポーツ・文化・生涯学習スポーツ・文化・生涯学習スポーツ・文化・生涯学習スポーツ・文化・生涯学習

7億4,574万円

2.5％

安全・安心安全・安心安全・安心安全・安心

(消防・防災など)

4億9,582万円

1.6％

観光・産業振興観光・産業振興観光・産業振興観光・産業振興

18億3,466万円

6.1％
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【障がい者支援部会】 障がい者大綱を制定し，「障がい者１，５００人雇用」を推進

【拡充】Ａ型・Ｂ型事業所の経営改善・販路拡大

生活の質を上げる観点からＡ型・Ｂ型事業所の給与及び工賃向上の支援

を実施する。

（千五百人雇用センター委託料の中で実施）

【目標】Ｈ29の岡山県平均以上 －

【拡充】精神障がい者も働きやすい職場環境づくり

精神障がい者も働きやすい職場環境づくりと雇用確保を図るとともに，セミ

ナー，事業所見学会，職場実習を企画し，理解を深める。

【目標】精神障がい者への理解促進セミナー参加者延100人

8万円

【拡充】千五百人雇用センターによる支援の拡充

障がい者雇用1,500人を目指すとともに，就労支援員を増員し，定着支援

体制及びより良いマッチングができるよう相談体制を強化する。

（千五百人雇用センター委託料）

【目標】１年後の職場定着率 70％以上 1,800万円

一般就労への移行

経済的自立を目標に，福祉的就労から一般就労への移行を促進する。

【目標】一般就労移行者 10人 54万円

参考資料 「福祉王国プログラム２０１８」の概要

【医療体制整備部会】 歩くことで健康づくりを推進し，「医療費抑制１億円」を目指す。

【新規】“歩得”健康商品券

「歩く」ことを中心とした健康づくりを推進する。歩いた歩数に応じてポイント

が貯まり，ポイントに応じて市内で使える商品券と交換できる。

【目標】参加者全員の歩数 プラス2,000歩 2,534万円

特定健診受診率向上のための未受診者訪問

特定健診未受診者の家庭訪問を実施し，受診勧奨を行う。

【目標】全市実施 受診率100％ 85万円

【新規】中学生の医療費助成を実施

子育てにかかる経済負担の軽減と子どもの健康維持を目的として，中学生

の通院医療費の自己負担額を３割から１割にする。

【目標】中学生の健診後の要受診者受診率 70％ 2億7,762万円

医師会等三師会との連携強化

医師会・歯科医師会・薬剤師会との合同の情報交換を年１回，また，それ

ぞれの団体と定期的に情報交換を行うこととし，連携強化を図る。

【目標】１～２ヶ月に１回 開催 90万円

糖尿病性腎症重症化予防事業

糖尿病性腎症による透析導入者を減らすことを目的として，健診受診者及

び糖尿病治療中断者への受診勧奨を実施する。

【目標】受診勧奨 100％ 164万円
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【高齢者支援部会】 制度の狭間にある高齢者の「そうじゃ台帳」を作成し，「見守り100％孤独ゼロ」を達成

そうじゃ台帳の完成

制度の狭間にある高齢者等の実態把握を行い，必要な支援や見守りを

強化する。

【目標】そうじゃ台帳登載者実態把握率100％ 708万円

【拡充】認知症に対する地域での理解の促進

・小学校での認知症サポーター講座の実施

・認知症ＶＲ（バーチャルリアリティ）体験会の実施

・認知症カフェ（特に認知症の本人が役割を持つカフェ）の開設支援

【目標】全校実施，体験参加者100名，認知症カフェ15箇所

89万円

【新規】認知症の人の就労支援向けた取り組み

・市内事業者向けに就労中の若年性認知症当事者による講演会の実施

・初期の認知症の人への早期対応による，就労（継続就労含む）に向けた

サポート

【目標】講演会への市内企業50社参加 －

高年齢者労働能力活用

働くことに意欲のある高年齢者が生きがいをもって暮らせる地域づくりを，

そうじゃ６０歳からの人生設計書とハローワーク総社，シルバー人材セン

ターと連携を密にし実現していく。

【目標】高年齢の就業者・創業者 ３年間で1,000人 263万円

【新規】“歩得”による認知症予防 「歩く」ことで認知症の予防につなげる。【再掲】 （ 2,534万円 ）

【拡充】雪舟くんの利用拡大 5,539万円

【ひきこもり支援部会】 「ひきこもりからの社会参加１００人」を達成

【新規】ひきこもり家族会の組織化

ひきこもりの家族のケアと家庭環境の変化で，ひきこもり状態が改善する

例もあるため，ひきこもり家族会の組織化を進める。

【目標】６月に家族会を設立 2万円

サポーター養成・支援

・ひきこもり支援を理解し，継続的に支援活動を行うサポーターを養成

・フォローアップ研修を実施し，より専門的なサポーターを養成

【目標】養成講座40人 23万円

【新規】ひきこもりサミットの開催

全国で「ひきこもり支援」を行う自治体とネットワークを構築することで，事

例及び先進的な取組を吸収し，総社市流にアレンジした肉厚な支援を実施

する。

【目標】ひきこもりサミットを開催 100万円

ひきこもり予防

義務教育段階における長期欠席児童生徒へアプローチし，状況把握と分

析・整理を行う。また，不登校生徒に対する切れ目のない相談支援体制の

構築に向けたセンターと学校の情報連携・共有を行う。

【目標】Ｈ32末不登校出現率 小学校0.28％以下 中学校1.5％以下

110万円
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【待機児童ゼロ部会】 「年間を通じての待機児童ゼロ」を達成

【新規】早朝預かり保育の開始

・総社南幼稚園で，早朝預かり保育を実施して，預かり保育の定員を増やし，

待機児童の解消を図る。（8:30～⇒8:00開園）

【目標】預かり保育定員15人増 －

認定こども園整備

新認定こども園の開園を目指して，整備を進める。

【目標】平成３１年度開園 6億9,905万円

【拡充】保育士の確保策

・保育士以外の者でも対応できる，給食や寝具の準備や後片付け，保育設

備の清掃等の業務をするものの雇用を支援する。

・総社市保育士支援金を支給することにより，保育人材等の確保を図る。

【目標】保育以外の業務をする者の配置 全13園で実施 640万円

放課後児童クラブ施設の増設による定員増

総社中央小学校区において，放課後児童クラブの他地区広域利用者６人及

び２～３年生の欠席ローテーションの実施が生じているが，施設増設により

定員を増やし，待機児童の解消を図る。

【目標】小学１～３年生の待機児童 ０人 901万円

【発達障がい児支援部会】 発達障がい児への「中学卒業後のアクセス１００％」を達成

【新規】支援のための情報共有体制

配慮を必要とする子どもの支援に必要な情報をまとめた引き継ぎファイル

を作成し，就学前から小学校へ，小学校卒業から中学校へ引き継ぐ。

【目標】特別支援学級・通常学級ともに個別ファイル作成100％

－

【新規】中学・高校間の連携支援体制構築

中学校卒業後の切れ目のない支援のため，市・教委・社協・学校等からな

る連絡協議会（仮）が市内の県立高校（総社高校・総社南高校）を訪問し，情

報共有や発達障がい児の支援のあり方について協議する。

【目標】各高校につき年１回以上開催 －

【新規】義務教育修了後のサポート体制

・中学校卒業後も，必要に応じて相談できる体制を作る。

・将来，支援を必要とする可能性がある中３の親子に，卒業前に四者（五者）

面談を実施し，卒業後の支援へとつなげる。

【目標】対象者への面談実施100％ 1,260万円

【拡充】特別支援教育推進センター（きらり）の体制強化

こども課や障がい者基幹相談支援センター，医療（作業療法士）と連携して，

未就学児の相談支援体制を強化するとともに，幼児教育からの切れ目のな

い相談・指導体制の充実を図る。

【目標】巡回相談件数1,000回 1,823万円

【拡充】居場所の設置・運営

・社会参加するための起点となる環境を整備

・常設型と移動型との併用で参加しやすさを配慮

【目標】常設型週１回 移動型月１回 276万円
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